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6.5.4 建設機械の稼働に係る予測及び評価 

(1) 予 測 

(a) 予測方法 

建設機械の稼働に係る騒音の予測は、工事計画に基づいて、予測対象時期に応じた建設作業を

抽出し、各騒音発生源のパワーレベル及びその位置等の予測条件を設定した上で、予測モデルを

用いて実施した。 

(ｱ) 予測モデル 

(ⅰ) 基本式 

予測式は、日本音響学会提案の予測式（ASJ CN-Model 2007）に基づき、式(6.5.6)に示す距離

減衰、障壁による減衰を考慮した点音源モデルを用いた。 


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ここで、 AeqL  ：予測地点における等価騒音レベル（デシベル） 

    AeqiL  ：音源 iによる予測地点における等価騒音レベル（デシベル） 

     coriiAwiAeqi LrLL  10log208  

      AwiL  ：音源 iの音源パワーレベル（デシベル） 
      ir  ：音源 iと予測地点との距離（ｍ） 
      coriL  ：音源 iに対する伝搬に影響を与える各種要因に関する補正量の和 
          （デシベル） 

       grnditrnsidifcori LLL   ,  

        trnsidifL ,  ：音源 iに対する回折に伴う減衰に関する補正量（デシベル） 

        grndiL
 ：音源 iに対する地表面の影響に関する補正量（デシベル） 

 

1) 回折に伴う減衰に関する補正 

音源 iに対する障壁の音響透過損失を iR （デシベル）とすると、回折に伴う減衰に関する補正

量は、式(6.5.7)に示すとおりである。 

）＋（＝ ／－／ 1010
10, 1010log10 iRLdifi

trnsidifL   ···································· (6.5.7) 

ここで、 trnsdifL ,  ：音源 iに対する回折に伴う減衰に関する補正量（デシベル） 

    difiL  ：音源 iに対する回折減衰量（デシベル）(図 6.5.20 参照) 

    iR  ：音源 iに対する透過損失（デシベル）(図 6.5.20 参照) 

 

 ················································· (6.5.6) 
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図 6.5.20 障壁を伝搬する音 

ｱ) 回折減衰量 

回折減衰量は、式(6.5.8)を用いて算出した。 

0,1, dddif LLL    ··················································· (6.5.8) 

ここで、 difL  ：音源 iに対する回折減衰量 

    1,dL  ：障壁の上部の回折パスにおける補正量 

    0,dL  ：障壁の高さを０ｍとした下部の回折パスにおける補正量 

 

ΔLd,1とΔLd,0をまとめてΔLdと表すと、ΔLdは式(6.5.9)及び式(6.5.10)で求められる。 

＜予測点から音源が見えない場合＞ 
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＜予測点から音源が見える場合＞ 
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 ······································· (6.5.10) 

ここで、 dL ：回折パスにおける補正量 

     ：音源、回折点、予測地点の位置関係から決まる行路差（図 6.5.21 参照） 

    a ：定数（18.4） 

     ：定数（17.5） 

    c ：定数（0.42） 

     ：定数（0.073） 
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図 6.5.21 音源、予測地点及び障壁の位置関係 

(ⅱ) 騒音レベルの 90％レンジ上端値の予測 

建設機械の稼働に伴う騒音の予測は、式(6.5.6)を用いて行ったが、音源パワーレベルを等価騒

音レベルから求めたため、予測値も等価騒音レベルとなっている。 

建設機械の稼働に伴う騒音の予測にあたっては騒音レベルの 90％レンジ上端値を算出するが、

これは等価騒音レベルと騒音レベルの 90％レンジ上端値のレベル差（ L ）を考慮して求めるこ

ととした。 

建設機械の稼働に伴う騒音の騒音レベルの 90％レンジ上端値は、式(6.5.11)から求めた。 

LLL Aeq 5  ······················································· (6.5.11) 

ここで、 5L  ：建設機械の稼働に伴う騒音の騒音レベルの 90％レンジ上端値（デシベル） 

AeqL  ：建設機械の稼働に伴う騒音の等価騒音レベル（デシベル） 

L  ：等価騒音レベルと騒音レベルの 90％レンジ上端値とのレベル差（デシベル） 

(ⅲ) 補正値等 

1) 透過損失 

工事区域では、騒音の伝搬を防止するためにコンクリートパネル、仮設鉄板、防音シート等の

遮音材を用いた障壁が設置されることがあるが、使用される材料の音響透過損失が十分でない場

合、回折音以外に遮音材自体を透過する音の寄与を考慮する必要がある。 

音響透過損失の一般的な目安は、表 6.5.21 に示すとおりである。なお、本事業においては、防

音効果の高い万能塀（防音パネル：透過損失 25 デシベル）を選定し、設置する。 

表 6.5.21 音響透過損失の目安 

障壁の材料と施工状態 
音響透過損失の目安 

（デシベル） 

一般の障壁や防音パネルを仮設物として設置した場合 20 

防音シートを隙間ができないように設置した場合 10 

出典：「建設工事騒音の予測モデル“ASJ CN-Model 2007”」（平成 20 年４月、(社)日本音響学会） 

 

2) 地表面の影響に関する補正 

計算による過剰な減衰を避けるため、補正量は０とした。 
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(b) 予測条件 

(ｱ) 予測区間・予測地点 

予測区間は図 6.2.8 に示したとおりであり、建設機械の稼働の予測対象として全９区間で騒音

レベルの 90％レンジ上端値を予測した。 

予測区間のうち、「ＪＲ難波駅取付部」と「南海新難波駅立坑」、「開削トンネル部」と「掘

割・擁壁部」、「掘割・擁壁部」と「開削トンネル部」と「高架部」、「高架部」と「掘割・擁

壁部」については、距離が近接していることから、複合的な影響の予測を行った。 

予測地点は環境保全施設に近接する工事敷地境界とし、予測高さは地上 1.2ｍ及び騒音が最大

となる高さとした。 

(ｲ) 音源パワーレベル 

(ⅰ) 対象工事 

事業計画路線の建設にあたっては、主として、表 6.2.19 に示した工事が実施される。 

(ⅱ) 音源パワーレベル 

建設機械別の音源パワーレベルは表 6.5.22 に示すとおりであり、「道路環境影響評価の技術手

法（平成 24 年度版）」（国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所）等

を参考に設定した。 
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表 6.5.22 音源パワーレベル 

 
出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 

土木研究所）より作成 
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(ｳ) 予測対象時期 

予測対象時期は表 6.5.23 に示すとおりであり、予測区間における工事最盛期とした。 

工事最盛期は、音源パワーレベルが最大のユニットが環境保全施設に近接して稼働する時期と

した。 

なお、掘割・擁壁部及び高架部については、万能塀より上部においても工事が実施されること

から、地上部工事及び万能塀上部での工事のそれぞれについて、予測対象時期を設定した。 

表 6.5.23 建設機械の稼働に係る騒音の予測対象時期 

予測区間 予測対象時期 主な工事内容 
主な予測対象 

ユニット 

北梅田立坑 2023年４月～９月 ・開削工事 ・掘削工 

国道２号開削部 2023年４月～９月 ・開削工事 ・掘削工 

中之島駅 2022年10月～2024年３月 ・開削工事 ・掘削工 

西本町駅 2023年10月～2024年９月 ・開削工事 ・掘削工 

ＪＲ難波駅取付部 2024年10月～2025年３月 ・開削工事 ・掘削工 

南海新難波駅立坑 2025年10月～2026年３月 ・開削工事 ・掘削工 

開削トンネル部 2025年４月～９月 ・開削工事 ・掘削工 

掘割・擁壁部 
地上部 2026年１月～９月 ・掘割工事 ・掘削工 

万能塀上部 2027年10月～12月 ・擁壁工事 ・躯体工 

高架部 
地上部 2026年10月～2027年３月 ・高架工事 ・杭基礎工 

万能塀上部 2027年10月～12月 ・高架工事 ・躯体工 

 

(ｴ) 施工範囲 

予測対象時期における施工範囲及びユニット位置は、図 6.5.22 に示すとおりである。 

音源は、施工範囲内で環境保全施設に近接した位置に配置した。音源高さは、建設機械のエン

ジン高さを考慮して、1.5ｍ高さとした。 

施工範囲内の建設機械は、原則１ユニットで稼働しているものと想定したが、表 6.2.22 に示し

た工事に関しては、施工量と工事期間を勘案し、複数ユニットが稼働するものと想定した。また、

短期的に同時に稼働しないユニットについては、見込まないこととした。 

(ｵ) 環境保全措置 

環境保全措置として、工事敷地境界に防音効果の高い高さ３ｍの万能塀（透過損失：25 デシベ

ル）を設置するとともに、万能塀による防音効果が見込めず、高さ方向の対策が必要となる箇所

については、建設機械周辺に防音シート（透過損失：10 デシベル）をあわせて設置することとし

た。 
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図 6.5.22(1) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【北梅田立坑】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(2) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【国道２号開削部】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(3) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【中之島駅】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(4) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【西本町駅】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(5) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【ＪＲ難波駅取付部】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(6) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【南海新難波駅立坑】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(7) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【開削トンネル部】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 



281 

 

  

図 6.5.22(8) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

       【掘割・擁壁部（地上部）】 （注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図 6.5.22(9) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

     【掘割・擁壁部（万能塀上部）】 （注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図6.5.22(10) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【高架部（地上部）】 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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図6.5.22(11) 予測対象時期における 

施工範囲・ユニット位置 

【高架部（万能塀上部）】 

 

（注）環境保全施設付近にユニットを配置している。 
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(c) 予測結果 

建設機械の稼働に係る騒音の予測結果は、表 6.5.24 に示すとおりである。 

工事敷地境界における騒音レベルの 90％レンジ上端値は、1.2ｍ高さで 64～74 デシベル、騒音

が最大となる高さで 82～85 デシベルと予測され、いずれも特定建設作業に伴って発生する騒音の

規制基準（85 デシベル以下）を下回っている。 

また、建設機械の稼働に係る騒音（騒音レベルの 90％レンジ上端値）の平面コンターは、図

6.5.23 に示すとおりである。 

表 6.5.24 建設機械の稼働に係る騒音の予測結果 

（単位：デシベル） 

予測区間 予測対象時期 予測高さ 

騒音レベルの

90％レンジ 

上端値 

環境保全

措置 

北梅田立坑 2023年４月～９月 
4.2ｍ 83 

予測高さ 

1.2ｍ 

① 

 

予測高さ 

4.2ｍ 

①、② 

1.2ｍ 74 

国道２号開削部 2023年４月～９月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

中之島駅 2022年10月～2024年３月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

西本町駅 2023年10月～2024年９月 
4.2ｍ 84 

1.2ｍ 74 

ＪＲ難波駅取付部 2024年10月～2025年３月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

南海新難波駅立坑 2025年10月～2026年３月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

開削トンネル部 2025年４月～９月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

掘割・擁壁部 

地上部 2026年１月～９月 
4.2ｍ 83 

1.2ｍ 74 

万能塀 

上部 
2027年10月～12月 

7.2ｍ 82 
② 

1.2ｍ 70 

高架部 

地上部 2026年10月～2027年３月 
4.2ｍ 82 ①、② 

1.2ｍ 69 ① 

万能塀 

上部 
2027年10月～12月 

7.2ｍ 85 
－ 

1.2ｍ 64 

（注）１．予測高さの 4.2ｍ及び 7.2ｍは、騒音が最大となる高さである。 

   ２．環境保全措置の①、②は、以下に示すとおりである。 

     ① 工事敷地境界に防音効果の高い高さ３ｍの万能塀（透過損失：25 デシベル）の設置 

     ② 建設機械周辺に防音シート（透過損失：10 デシベル）の設置（①の効果が見込めず、高さ方向の

対策が必要となる箇所） 
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図 6.5.23(1) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【北梅田立坑】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニットを配置

した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(2) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【国道２号開削部】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニットを配置

した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(3) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【中之島駅】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニットを配置

した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(4) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【西本町駅】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニットを配置し

た場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(5) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【ＪＲ難波駅取付部】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニット

を配置した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(6) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【南海新難波駅立坑】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユ

ニットを配置した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(7) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【開削トンネル部】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置し、環境保全施設付近にユニットを配置

した場合の予測結果である。 
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図 6.5.23(8) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【掘割・擁壁部（地上部）】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を設置

し、環境保全施設付近にユニットを配置し

た場合の予測結果である。   
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図 6.5.23(9) 建設機械による騒音 

(騒音ﾚﾍﾞﾙの 90%ﾚﾝｼﾞ上端値、1.2ｍ高さ) 

【高架部（地上部）】 

（注） 工事敷地境界に高さ３ｍの万能塀を

設置し、環境保全施設付近にユニット

を配置した場合の予測結果である。 
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(2) 評 価 

(a) 環境保全目標 

建設機械の稼働に係る騒音の環境保全目標は、表 6.5.25 に示すとおりである。 

本事業の実施（建設機械の稼働）が、事業計画地周辺に及ぼす影響について、予測結果を環境

保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.5.25 建設機械の稼働に係る騒音の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 
 

建 

設 

工 

事 

中 

建設機械の稼働 

①環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されて

いること。 

②環境基本法に定められた環境基準の達成と維持に支障がないこと。 

③大阪市環境基本計画の目標、方針の達成と維持に支障がないこと。 

④騒音規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規

制基準に適合すること。 

 

(b) 評価結果 

建設機械の稼働に係る騒音の予測結果は、表 6.5.24 に示したとおりである。 

工事敷地境界における騒音レベルの 90％レンジ上端値は、1.2ｍ高さで 64～74 デシベル、騒音

が最大となる高さで 82～85 デシベルと予測され、いずれも特定建設作業に伴って発生する騒音の

規制基準（85 デシベル以下）を満足する。 

さらに、建設機械の稼働にあたっては、以下の対策を行い、建設機械の稼働に係る騒音が周辺

環境に与える影響をできる限り低減する計画とする。 

・工事計画の策定にあたっては、工事実施時点での最新の公害防止技術や工法等の採用等によ

り、周辺地域に対する環境影響の回避・低減対策を検討する。 

・建設工事の実施にあたっては、国土交通省指定の低騒音型建設機械の採用や、音源パワーレ

ベルが大きなユニットの稼働時においては、工事実施時点での最新の超低騒音型建設機械を、

市場性を考慮して積極的に採用し、騒音の発生の抑制に努める。 

・工事の平準化、同時稼働のできる限りの回避、同時稼働するユニット間の距離を確保するな

ど適切な施工管理を行う。 

・必要に応じて、工事ヤード付近の騒音レベルを計測し、表示する。 

・アイドリングストップや空ぶかしの防止等について、適切な施工管理及び周知徹底を行う。 

以上のことから、本事業による建設機械の稼働が事業計画地周辺の騒音に及ぼす影響は、環境

への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮していること、環境基本法に定められた

環境基準の達成と維持に支障がないこと、大阪市環境基本計画の目標、方針の達成と維持に支障

がないこと、騒音規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規制基準に適合す

ることから、環境保全目標を満足するものと評価する。  
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6.5.5 工事関連車両の走行に係る予測及び評価 

(1) 予 測 

(a) 予測方法 

工事関連車両の走行に係る騒音は、工事計画に基づいて、工事関連車両の走行ルート及び走行

台数を設定し、現状の交通量との比較により等価騒音レベルの増加量を予測した。 

(ｱ) 予測モデル 

予測計算は、既存道路の現況の等価騒音レベルに工事関連車両の影響を加味した式(6.5.12)で

行った。 

(ⅰ) 基本式 

LAeq＝LAeq
※＋ΔL 

ΔL＝10log10{(10LAeq,R/10＋10LAeq,HC/10)/10LAeq,R/10} ····························· (6.5.12) 

ここで、LAeq
※ ：現況の等価騒音レベル（デシベル） 

ΔL ：車両の増加に伴う騒音レベルの増加量（デシベル） 

    LAeq,R ：現況の交通量から日本音響学会の ASJ RTN-Model を用いて求められる 

等価騒音レベル（デシベル） 

    LAeq,HC ：工事関連車両の交通量から日本音響学会の ASJ RTN-Model を用いて求

められる等価騒音レベル（デシベル） 

(ⅱ) ASJ RTN-Model 

1) 基本式 

日本音響学会の ASJ RTN-Midel は、式(6.5.13)に示すとおりである。 

T

N
LL T

AEAeq 10log10  ················································· (6.5.13) 

ここで、 AeqL  ：予測地点における等価騒音レベル（デシベル） 

    AEL  ：単発騒音暴露レベル（ユニットパターンのエネルギー積分値）（デシベル） 

     i
i

LpAi
AE t

T
L ・ 10/

0
10 10log10

1
 

      0T  ：基準時間（秒）（＝１秒） 

      pAiL  ： i番目の区間を走行している音源の A特性音圧レベル（デシベル） 

      it  ：音源が i番目の区間に存在する時間（秒） 

    TN  ：時間範囲T秒間の交通量（台） 

    T  ：対象とする基準時間帯の時間（秒） 

 

なお、ユニットパターンとは点音源 iが単独で走行した際の予測地点における A特性音圧レベル

の時間的変化である。具体には、道路上を１台の自動車が走行した際の予測地点における騒音レ

ベルの時間変動パターンであり、図 6.5.24 に示すとおり、時間の関数として表される。 
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図 6.5.24 ユニットパターン 

2) Ａ特性のユニットパターンの設定 

点音源 iからの道路交通騒音が予測地点に到達した際のA特性のユニットパターンは、無指向性

点音源の半自由空間における伝搬を考慮し、式(6.5.14)から車種別に算出した。 

なお、回折減衰による補正量、地表面効果による補正量及び空気の音響吸収による補正量につ

いては、交通量の違いによる変化はないことから、本検討では考慮しなかった。 

airgrnddifwAi LLLrLL  ＋＋＋－８－＝ 10log20  ······························· (6.5.14) 

ここで、 AiL  ：点音源 i（ i＝１～ｋ）における A特性のユニットパターン（デシベル） 

wL  ：自動車１台当たりの A特性音響パワーレベル（デシベル） 

r  ：音源と予測地点間の距離（ｍ） 

difL  ：回折減衰による補正量（デシベル） 

grndL  ：地表面効果による補正量（デシベル） 

airL  ：空気の音響吸収による補正量（デシベル） 

3) Ａ特性音響パワーレベルの設定 

自動車１台当たりの A 特性音響パワーレベルは、式(6.5.15)から算出した。予測対象とする道

路を走行する工事関連車両は、一般道路での 60km/h 以下の低速走行に該当する。このため、本予

測では非定常走行区間における A 特性音響パワーレベルを設定した。なお、排水性舗装による補

正量、道路の縦断勾配による補正量、自動車走行騒音の指向性による補正量及びその他の要因に

よる補正量については、交通量の違いによる変化はないことから、本検討では考慮しなかった。 

  

Δｔi

ｔ

ユニットパターン
ＬpAi

i 番目の区間を走行している音源の 

Ａ特性音圧レベル 

音源が i番目の区間に存在する時間 
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etcdirgradsurfW LLLLVbaL   10log＝  ····························· (6.5.15) 

ここで、 WL  ：自動車１台当たりの A特性音響パワーレベル（デシベル） 

a  ：車種別に与えられる定数（表 6.5.26 参照） 

b  ：速度依存性を表す係数（表 6.5.26 参照） 

V  ：平均走行速度（㎞／h） 

surfL  ：排水性舗装による補正量（デシベル） 

gradL  ：道路の縦断勾配による補正量（デシベル） 

dirL  ：自動車走行騒音の指向性による補正量（デシベル） 

etcL  ：その他の要因による補正量（デシベル） 

表 6.5.26 ２車種分類の場合の定数 a・ bの値 

車種分類 

定常走行区間 

（40 ㎞／h V 140 ㎞／h） 

非定常走行区間 

（10 ㎞／h V 60 ㎞／h） 

a  b  a  b  
小型車類 46.7 

30 
82.3 

10 
大型車類 53.2 88.8 

出典：「道路交通騒音の予測モデル “ASJ RTN-Model 2013”の解説と手引き」（一般
社団法人 日本音響学会） 

 

 

(b) 予測条件 

(ｱ) 予測地点 

工事関連車両の走行ルートは図 6.2.13 に示したとおりであり、具体的な走行ルートは施工段階

に関係機関と調整した上で決定することになるため、実際の建設資材の搬入先、汚泥や土砂の搬

出先等の違いにより複数のルートが想定されるものの、工事区域周辺となる九条梅田線、なにわ

筋等の主要幹線道路に集中することが考えられることから、これらの幹線道路沿道から環境保全

施設の立地を踏まえて選定した。 

予測地点は図 6.2.13 及び表 6.2.33 に示したとおりであり、工事関連車両の走行ルート及び環

境保全施設の立地を踏まえ、７地点を設定した。 

予測地点の道路断面は図 6.1.3 に示したとおりであり、予測高さは地上 1.2ｍとした。 

(ｲ) 予測対象時期 

予測対象時期は表 6.2.36 に示したとおりであり、工事計画に基づき、月別工事区域別工事関連

交通量を算出し、各予測地点で最大となる時期を設定した。 
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(ｳ) 交通条件 

予測対象時期における工事関連車両台数（昼間の時間の区分 (６～22 時)）は、表 6.5.27 に示

すとおりである。 

工事関連車両の走行時間帯は８～17 時を想定しており、昼間の時間の区分（６～22 時）におい

て、一般車両（平日の現地調査結果）に工事関連車両が上乗せされた交通が、予測対象時期にお

ける将来交通量と設定した。 

また、走行速度は対象道路の規制速度とした。 

表 6.5.27 予測対象時期の交通量（昼間の時間の区分 (６～22 時)） 

予測

地点 

① 

一般車両（台／日） 

② 

工事関連車両 (台／日) 

①＋② 

合 計（台／日） 走行速度 

(km／ｈ) 
大型車 小型車 合 計 大型車 小型車 合 計 大型車 小型車 合 計 

№１ 2,173 10,664 12,837 152 10 162 2,325 10,674 12,999 40 

№Ａ’ 4,427 27,884 32,311 461 10 471 4,888 27,894 32,782 50 

№２ 2,449 26,581 29,030 406 10 416 2,855 26,591 29,446 50 

№３ 2,051 27,356 29,407 587 10 597 2,638 27,366 30,004 50 

№４ 2,110 22,022 24,132 450 10 460 2,560 22,032 24,592 50 

№５ 4,163 21,720 25,883 934 10 944 5,097 21,730 26,827 60 

№６ 3,127 22,520 25,647 124 10 134 3,251 22,530 25,781 50 

（注）１．工事関連車両の内訳は、以下に示すとおりである。 

 

予測 

地点 

大型車 

小型車 合計 ダンプトラック トラック 

ミキサ車 
トレーラ その他 小計 

 ベッセル車 

№１   0  98 24  20 10 152 10 162 

№Ａ’  16 319 12 104 10 461 10 471 

№２  32 270  0  94 10 406 10 416 

№３ 577   0  0   0 10 587 10 597 

№４ 440   0  0   0 10 450 10 460 

№５ 143 580 60 141 10 934 10 944 

№６  47  42 10  15 10 124 10 134 

    

   ２．工事関連車両の走行時間帯は、８～17 時の９時間である。 

   ３．一般車両の交通量は、同一断面にて実施した交通量の現地調査結果を用いた。 

   ４．一般車両及び工事関連車両の走行速度は、規制速度を用いた。 

 

(ｴ) 音源位置 

音源位置は、予測対象道路の上下線それぞれの車道部中央の路面を基本とした。 
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(ｵ) 現況の道路交通騒音の設定 

現況の道路交通騒音（等価騒音レベル）は、予測地点での現地調査結果（平日）を用いること

とした。 

予測に用いた道路交通騒音は、表 6.5.28 に示すとおりである。 

表 6.5.28 現況の道路交通騒音 

（単位：デシベル） 

予測地点 
等価騒音レベル 

（昼間（６～22 時）の時間の区分） 

№１ 67 

 №Ａ’ 69 

№２ 66 

№３ 64 

№４ 65 

№５ 69 

№６ 69 

 

(c) 予測結果 

工事関連車両の走行に係る騒音の予測結果は表 6.5.29 に示すとおりであり、昼間の時間の区分

（６～22 時）の等価騒音レベルは、64～69 デシベルと予測される。 

また、工事関連車両の走行に伴う等価騒音レベルの増加量は、１デシベル未満であった。 

表 6.5.29 工事関連車両の走行に係る騒音の予測結果（1.2ｍ高さ） 

（単位：デシベル） 

予測 

地点 
対象道路 予測対象時期 

① 

現 況 

② 

工事関連車両による

増分 

①＋② 

合成騒音 

№１ 九条梅田線 2027 年４月～９月 67 0（1 デシベル未満） 67 

 №Ａ’ 国道２号 2027 年４月～９月 69 0（1 デシベル未満） 69 

№２ なにわ筋 2027 年４月～９月 66 0（1 デシベル未満） 66 

№３ なにわ筋 2023年 10月～2024年３月 64 0（1 デシベル未満） 64 

№４ なにわ筋 2023年 10月～2024年９月 65 0（1 デシベル未満） 65 

№５ 千日前通 2026年 10月～2027年３月 69 0（1 デシベル未満） 69 

№６ 芦原杭全線 2026 年７月～９月 69 0（1 デシベル未満） 69 
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(2) 評 価 

(a) 評価の指針 

工事関連車両の走行に係る騒音の環境保全目標は、表 6.5.30 に示すとおりである。 

本事業の実施（工事関連車両の走行）が、事業計画地周辺に及ぼす影響について、予測結果を

環境保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.5.30 工事関連車両の走行に係る騒音の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

建 

設 

工 

事 

中 

工事関連車両の

走行 

①環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されて

いること。 

②環境基本法に定められた環境基準の達成と維持に支障がないこと。 

③大阪市環境基本計画の目標、方針の達成と維持に支障がないこと。 

④騒音規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規

制基準に適合すること。 

 

(b) 評価結果 

工事関連車両の走行に係る騒音の予測結果は表 6.5.29 に示したとおりであり、等価騒音レベル

は 64～69 デシベルと予測され、騒音に係る環境基準（70 デシベル (幹線交通を担う道路に近接

する空間：昼間の時間の区分 (６～22 時))）を満足するとともに、工事関連車両の走行に伴う等

価騒音レベルの増加量は１デシベル未満であった。 

さらに、工事関連車両の走行にあたっては、以下の対策を行い、工事関連車両の走行に係る騒

音が周辺環境に与える影響をできる限り低減する計画とする。 

・工事関連車両の走行ルートは、歩道を有する幹線道路や高速道路利用を優先し、一般道路の

走行を可能な限り短くすることにより、交通渋滞の防止や歩行者等の交通安全確保に努める。 

・また、通行時間帯の配慮、輸送効率の向上、運転者への適正走行の周知徹底等により、周辺

地域に対する環境影響の回避・低減対策を検討する。 

・工事の平準化、同時運行のできる限りの回避など適切な施工管理を行う。 

・アイドリングストップや空ぶかしの防止等について、適切な施工管理及び周知徹底を行う。 

以上のことから、本事業による工事関連車両の走行が事業計画地周辺の騒音に及ぼす影響は、

環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮していること、環境基本法に定めら

れた環境基準の達成と維持に支障がないこと、大阪市環境基本計画の目標、方針の達成と維持に

支障がないこと、騒音規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規制基準に適

合することから、環境保全目標を満足するものと評価する。 

 




